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１ 個人住民税の概要
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○ 個人住民税は、広く住民が地域社会の費用を分担するもの。
○ 個人住民税には、市町村民税と道府県民税がある。
○ 納税義務者は、市町村（都道府県）に住所を有する個人である。

所得割

標準税率（年額）

市町村民税 3,500円

道府県民税 1,500円

（注） １．税収は、個人住民税、所得税（復興特別所得税を含む。）ともに平成29年度決算額による。
２．納税義務者数は、個人住民税、所得税ともに「平成29年度市町村税課税状況等の調」による。
３．復興財源確保のための均等割の標準税率の引上げは、「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の

臨時特例に関する法律」（平成23年12月2日法律第118号）に基づく。

標準税率

市町村民税 ６％

道府県民税 ４％

税収 納税義務者数

個人住民税 約12兆900億円 約5,800万人

（参考）所得税 約18兆8,800億円 約5,400万人

税収 納税義務者数

個人住民税 約3,400億円 約6,200万人

均等割

株式等譲渡所得割

非課税限度額を上回る者に定額の負担を求めるもの

納税義務者（※）の所得金額に応じた税額の負担を求めるもの（一律１０％）
（※）非課税限度額の制度あり

税率５％ 税収 約4,200億円配当割利子割

個人住民税

平成18年度税制改正において、所
得税から個人住民税（所得割）への税
源移譲を実施（約3兆円。平成19年度
個人住民税から）
→５, 10, 13％の３段階から、

10％（市町村：６％、都道府県４％）
の比例税率へ移行

個人住民税の概要

※県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲により、指定都市に住所を有する者は、道府県民税２％・市民税８％となる。

※東日本大震災を教訓として、各地方団体が実施する防災施策に係る財源を
確保するため、平成26年度から平成35年度分の標準税率が引き上げられ
ている。

2



個人住民税所得割の計算の仕組み

算出税額 納付税額

前
年
中
の
《
収
入
金
額
》

所得金額の
計算

税額の
計算

前
年
中
の
《
所
得
金
額
》

人
的
控
除
等

《
課
税
所
得
金
額
》

基礎控除
配偶者控除
扶養控除

33万円
33万円
33万円 など

【比例税率】 10％（県４％、市６％）

税額控除

個人住民税独自の計算

所
得
計
算
上
の
控
除
等

所得税と同一の計算

課税所得金額の
計算

人的控除等

税 率

※ 「地域社会の会費」という個人住民税の基本的性格から、
所得税の控除と同様の体系としながら、その金額は所得税よりも低く設定。

所得の区分・種類に応じた配慮

給与所得控除
公的年金等控除 など

所得計算上の控除

※ 具体の税率は地方団体の条例で定める
※ 指定都市に住所を有する者は、道府県

民税２％、市民税８％

家族構成や家族の収入等の事情に応じた配慮等
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人的控除の種類及び概要

○ 個人住民税の人的控除については、「地域社会の会費」という個人住民税の基本的性格から、
所得税の控除と同様の体系としながら、その金額は所得税よりも低く設定。

（注）＜ ＞内は平成29年度改正（平成31年度分以後の個人住民税（平成30年分以後の所得税）について適用）。
（注）【 】内は平成30年度改正（平成33年度分以後の個人住民税（平成32年分以後の所得税）について適用）。

創設年
（個人住民税）

昭和37年度
（1962年度）

昭和41年度
（1966年度）

昭和56年度
（1981年度）

控除額

基

礎

的

な

人

的

控

除

基 礎 控 除

控 除 対 象 配 偶 者

配 偶 者 特 別 控 除

老 人 控 除 対 象 配 偶 者

一 般 の 扶 養 親 族

特 定 扶 養 親 族

扶 養 控 除

配 偶 者 控 除
昭和41年度
（1966年度）

・生計を一にし、かつ、合計所得金額が38万円以下である配偶者
（控除対象配偶者）を有する者

＜最高＞38万円

38万円

障 害 者 控 除

昭和55年度
（1980年度）

・直系尊属である老人扶養親族と同居を常況としている者

・障害者である者
・障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者

老 人 扶 養 親 族

( 同 居 老 親 等 加 算 ）

・年齢が16歳以上19歳未満又は23歳以上70歳未満の扶養親
族を有する者

昭和37年度
（1962年度）

・年齢が19歳以上23歳未満の扶養親族を有する者

・年齢が70歳以上の扶養親族を有する者

26万円

・本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等である者 27万円

・妻と死別又は離婚をして扶養親族である子を有する者

27万円

昭和63年度
（1988年度）

昭和37年度
（1962年度）

平成2年度
（1990年度）

昭和37年度
（1962年度）

昭和48年度
（1973年度）

26万円

53万円

＜最高＞33万円

40万円

45万円

38万円

＋7万円

・生計を一にし、かつ、合計所得金額が38万円以下である親族等
（扶養親族）を有する者

・生計を一にする合計所得金額が38万円を超え76万円未満である
配偶者を有する者

＋4万円・寡婦で、扶養親族である子を有する者

・特別障害者である者
・特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者

昭和43年度
（1968年度）

75万円

63万円

48万円

33万円

－

－

－

－

①の場合
合計所得金額５００万円以下

合計所得金額５００万円以下

合計所得金額５００万円以下

合計所得金額６５【７５】万円以下かつ
給与所得等以外が１０万円以下

（同居特別障害者控除）
平成24年度
（2012年度）

・特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族と同居を常
況としている者

特

別

な

人

的

控

除

昭和37年度
（1962年度）

平成2年度
（1990年度）

＋10万円

27万円26万円

30万円

＜最高＞38万円

＜最高＞48万円

現行（平成30年度）

33万円
【最高43万円】

対 象 者

・本人

・年齢が70歳未満の控除対象配偶者を有する者

・年齢が70歳以上の控除対象配偶者を有する者

＜最高＞33万円

＜最高＞38万円

26万円

本人の所得要件

①夫と死別した者
②夫と死別又は夫と離婚した者で、かつ、扶養親族を有する
者

（ 特 別 寡 婦 加 算 ）

寡 婦 控 除

寡 夫 控 除

勤 労 学 生 控 除

（ 特 別 障 害 者 控 除 ）

昭和37年度
（1962年度）

＋8万円

27万円
昭和57年度
（1982年度）

－

－

－
【合計所得金額2,500万円以下

（2,400万円超から控除額が逓減）】

合計所得金額1,000万円以下
＜合計所得金額1,000万円以下

（900万円超から控除額が逓減）＞

－

－

－

＜合計所得金額1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）＞

（参考）

所得税（平成29年）

38万円
【最高48万円】
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１０％１０％
５％

５％

３％

（～平成18年度） （平成19年度～）
10%比例税率化

１３％
１０％

５％
０ 200万円 700万円

０ 200万円 700万円

１０％

国（所得税）
国から地方へ
（約3.4兆円）

地方から国へ
（約0.4兆円）

０

国から地方への
税源移譲（３兆円）

<参考>所得税率

10%
20%

30%
37%

４段階

5%
10%

20%
23%

33%
40%

６段階

（平成19年～平成26年）

（～平成18年）

○ 個人住民税は５％、１０％、１３％の累進税率から、１０％比例税率化
○ 一方、所得税は最低税率１０％→５％、最高税率３７％→４０％

（注）平成27年分以後の所得税から
税率45％を加えた７段階となる

○ 個人住民税については、応益性や偏在度縮小の観点から、１０％比例税率化。

個人住民税の税率構造
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個人住民税における超過課税、独自減税の実施状況

（参考）地方税法（抄）
○ 所得割
【道府県民税】
第三十五条 所得割の額は、課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額に、百分の四（所得割の納税義務者が地方自治法第二百五十二条の十九第一項の

市（第三十七条及び第三十七条の二において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、百分の二）の標準税率によつて定める率を乗じて得た金額とする。こ
の場合において、当該定める率は、同一の標準税率ごとに一の率でなければならない。

【市町村民税】
第三百十四条の三 所得割の額は、課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額に、百分の六（所得割の納税義務者が地方自治法第二百五十二条の十九第

一項の市（第三百十四条の六及び第三百十四条の七において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、百分の八）の標準税率によつて定める率を乗じて得た
金額とする。この場合において、当該定める率は、一の率でなければならない。

○ 均等割
【道府県民税】
第三十八条 個人の均等割の標準税率は、千円とする。（※）

【市町村民税】
第三百十条 個人の均等割の標準税率は、三千円とする。（※）

所得割 ○道府県民税
・4.025％：神奈川県

※指定都市に住所を有する場合は
2.025%（4％：標準税率
※指定都市に住所を有する場合は2%）

○ 所得割・均等割とも、地方税法においては標準税率を規定。各地方団体は、標準税率を踏まえ、条例において税率を決定。
・ 所得割：道府県民税４％、市町村民税６％（※） ・ 均等割：道府県民税1,500円、市町村民税3,500円（※）

（※） 指定都市に住所を有する場合は、道府県民税２％、市町村民税８％ （※）いずれも復興財源確保のための500円の引上げ込みの額

○ 標準税率によらず、超過課税、独自減税を実施している地方団体あり。

○市町村民税
・6.1％：豊岡市（兵庫県）

（6％：標準税率 ※指定都市に住所を有する場合は8%）
・7.7％：名古屋市（※指定都市のため）
・5.4％：田尻町（大阪府）

均等割 ○道府県民税
・2,700円：宮城県
・2,500円：岩手県、山形県、福島県、茨城県、岐阜県、三重県
・2,300円：秋田県、滋賀県、兵庫県
・2,200円：栃木県、群馬県、愛媛県
・2,100円：京都府
・2,000円：富山県、石川県、山梨県、長野県、愛知県、奈良県、和歌山県、鳥取県、

島根県、岡山県、広島県、山口県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

・1,900円：静岡県
・1,800円：神奈川県、大阪府
（1,500円：標準税率）

○市町村民税
・4,400円：横浜市
（3,500円：標準税率）
・3,300円：名古屋市
・3,200円：田尻町（大阪府）

（※）復興財源確保のため、標準税率が道府県民税、市町村民税いずれも500円引き上げられている（平成26年度～平成35年度）。

（注）総務省「道府県民税及び法人事業税の税率に関する調」、
「市町村税の税率等に関する調」より作成

（平成30年４月１日現在）

6



２ 個人住民税を巡る最近の動向
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個人住民税における住宅ローン控除に係る対応（案）

（注）平成26年4月～平成33年12月までの欄の金額は、住宅に係る消費税等の税率が8％又は10％である場合の金額。

居住年 平成26年4月～平成33年12月 平成31年10月～平成32年12月

控除限度額
所得税の課税総所得金額等の7％

（最高13.65万円）
同左

控除期間 10年 13年

＜個人住民税における住宅ローン控除＞

今回の対策

○ 今回の対策により延長された控除期間においては、所得税額から控除しきれない額について、

現行制度と同じ控除限度額（以下参照）の範囲内において、個人住民税額から控除する措置を講ずる。

○ この措置による個人住民税の減収額は、全額国費で補てんする。

＜住宅ローン控除の拡充のイメージ＞
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子どもの貧困に対応するための

個人住民税の非課税措置（案）

＜現行の個人住民税の非課税措置の範囲＞

障害者、未成年者、寡婦又は寡夫

（前年の合計所得金額が135万円（※）（給与収入204万円）を超える場合を除く） 等

※ 平成30年度税制改正における給与所得控除等から基礎控除への振替（10万円）に伴い、平成33年度分以後の個人住民税から

非課税措置の合計所得金額要件が125万円から135万円となる。

○ 子どもの貧困に対応するため、事実婚状態でないことを確認した上で支給される児童扶養手当

の支給を受けており、前年の合計所得金額が135万円以下であるひとり親に対し、個人住民税を

非課税とする措置を講ずる。

児童扶養手当の支給を受けている児童（※1）の父又は母のうち、現に婚姻（※2）をしていない者

又は配偶者（※2）の生死の明らかでない者

（前年の合計所得金額が135万円（給与収入204万円）を超える場合を除く）

※1 父又は母と生計を一にする子で前年の総所得金額等の合計額が48万円以下であるもの。

※2 婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。

対象の追加

平成33年度分以後の
個人住民税について適用
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平成31年度税制改正大綱（抄）
【子どもの貧困に対応するための個人住民税の非課税措置】

第一 平成31年度税制改正の基本的考え方

５ 経済社会の構造変化等を踏まえた税制の検討

（1）個人所得課税のあり方

③ 子どもの貧困に対応するための個人住民税の非課税措置

子どもの貧困に対応するため、事実婚状態でないことを確認した上で支給される児童扶養手当の

支給を受けており、前年の合計所得金額が135万円以下であるひとり親に対し、個人住民税を非課

税とする措置を講ずる。

第三 検討事項

４ 子どもの貧困に対応するため、婚姻によらないで生まれた子を持つひとり親に対する更なる税制上

の対応の要否等について、平成32年度税制改正において検討し、結論を得る。

平成３０年１２月１４日
自 由 民 主 党
公 明 党
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３ ふるさと納税
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ふるさと納税制度の見直し（案）

○ 制度の健全な発展に向けて、一定のルールの中で地方団体が創意工夫をすることにより全国

各地の地域活性化に繋げるため、ふるさと納税制度を見直す。

※ これまでは、技術的助言の範囲内において、必要な返礼品の見直しを行うよう要請を行ってきたもの。

○ 総務大臣は、地方財政審議会の意見を聴いた上で、次の基準に適合する地方団体をふるさ

と納税（特例控除）の対象として指定する。

① 寄附金の募集を適正に実施する地方団体

② （①の地方団体で）返礼品を送付する場合には、以下のいずれも満たす地方団体

・ 返礼品の返礼割合を３割以下とすること

・ 返礼品を地場産品とすること

（その他の手続き等）

○ 総務大臣は指定をし、又は指定を取り消したときは、その旨を告示する。

○ 指定基準の制定や改廃、指定や指定の取り消しについては、地方財政審議会の意見を聴取する。

○ 上記の改正は、平成31年６月１日以後に支出された寄附金について適用する（指定対象外の団体に対

して同日以後に支出された寄附金については、特例控除の対象外となる）。

見直し後の制度の基本的枠組み
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４ 森林環境税・森林環境譲与税
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森林環境税及び森林環境譲与税の制度設計

等

注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

国

市 町 村
● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）

● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発 等

公 益 的 機 能 の 発 揮

市 町 村 民 税 3,000円/年

道 府 県 民 税 1,000円/年個
人
住
民
税

均
等
割

災害防止・
国土保全機能

地球温暖化
防止機能 水源涵養機能

● 市町村の支援 等

納 税 義 務 者

約6,200万人

国
税

平 成 ３ ６ 年 度 か ら 施 行 平 成 ３ １ 年 度 か ら 施 行

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

賦
課
決
定

都 道 府 県

市 町 村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

都 道 府 県

森 林 環 境 譲 与 税
私有林人工林面積（林野率により補正）､林業就業者数､人口により按分

森 林 環 境 税 1,000円/年
(賦課徴収は市町村が行う)

パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図

るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税及び森林環

境譲与税を創設する。

【制度イメージ】
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森林環境譲与税の譲与額と市町村及び都道府県に対する譲与割合及び譲与基準

500 500 500

300
400 400 400 400

・・・

H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43H31 H32 H33 H34 H35

各
年
度
譲
与
額
（※

実
線
）

H46 ・・・

500
600 600

H44 H45

200 200
300

200
300

譲与税特別会計における借入金で対応

税収の一部を
もって償還

200 200 200 200
100 100 100 100

80 : 20 85 : 15 88 : 12 90 : 10

160 240 340 440 540

40 60 60 60 60

市：県の割合

（市町村分）

（都道府県分）

５０％ ： 私有林人工林面積

２０％ ： 林業就業者数

３０％ ： 人口

市町村分

都道府県分 市町村と同じ基準

（※以下のとおり林野率による補正）

林野率 補正の方法

８５％以上の市町村 １．５倍に割増し

７５％以上８５％未満の市町村 １．３倍に割増し

○ 市町村の体制整備の進捗に伴い、譲与額が徐々に増加するように借入額及び償還額を設定。

○ 平成３５年度までの間は、暫定的に譲与税特別会計における借入れで対応し、後年度の森林環境税の税収の
一部をもって確実に償還。

○ 森林整備を実施する市町村の支援等を行う役割に鑑み、都道府県に対して総額の１割を譲与。
（制度創設当初は、市町村の支援等を行う都道府県の役割が大きいと想定されることから、譲与割合を２割とし、段階的に１割に移行。）

【譲与基準】

森林環境税 課税 （年額：1,000円）
（※）東日本大震災を教訓として全国で実施する

防災施策対応分として引上げ

個人住民税均等割引上げ（年額：1,000円）

初年度
約300
億円

平年度
約600
億円
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５ たばこ税
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○課 税 主 体・・・小売販売業者の営業所等所在の道府県及び市町村

○課 税 客 体・・・売渡し等に係る製造たばこ

○納税義務者・・・製造たばこにつき、小売販売業者若しくは消費者等に
売渡しをし、又は消費等をする製造たばこの製造者、
特定販売業者及び卸売販売業者

○課 税 標 準・・・売渡し等に係る製造たばこの本数

○徴 収 方 法・・・申告納付

○税率（円／1,000本）

※ 旧３級品とは、専売納付金制度下において３級品とされていたエコー等６銘柄の

紙巻たばこをいう。

なお、H31(2019).10.1より旧３級品の特例税率は廃止される。

（参考）

たばこ１箱 価格内訳

（例：小売定価 480円の場合）

＜平成30年10月1日時点＞

地方のたばこ税（道府県たばこ税及び市町村たばこ税）の概要

○税収・・・20,012億円（平成29年度決算額） （国：地方＝１：１）

たばこ税 8,642億円

たばこ特別税 1,337億円

道府県たばこ税 1,409億円

市町村たばこ税 8,623億円

※端数処理の関係上、合計額が一致しないことがある。

9,980 億円

10,033億円

（H30.10.1時点）

税抜き価格分 179.57円

消費税・地方消費税（８％）
35.55円

たばこ特別税 16.40円

国の
たばこ税

132.44円

たばこ税

264.88円

たばこ税
116.04円

都道府県分 18.60円

市町村分
113.84円

地方の
たばこ税

132.44円

区 分 製造たばこ 製造たばこ(旧３級品)

国のたばこ税 6,622円 4,656円

たばこ税 5,802円 4,032円

たばこ特別税 820円 624円

地方のたばこ税 6,622円 4,656円

道府県たばこ税 930円 656円

市町村たばこ税 5,692円 4,000円

合計 13,244円 9,312円
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〇 たばこ税の見直しを以下のとおり実施する。

① たばこ税の税率を平成30年10月１日から段階的に引き上げる。
（国と地方あわせて１本当たり１円ずつ計３円、国と地方の配分比率は１：１）

② 加熱式たばこについて
・ 喫煙用の製造たばこの区分として、新たに｢加熱式たばこ｣の区分を創設する。
・ 紙巻たばこの本数への換算方法について、｢重量｣と｢価格｣を紙巻たばこの本数に換算する方式とすることとし、

平成30年10月１日から段階的に実施する。

地方のたばこ税の見直しについて（平成30年度税制改正）

①：税率の引上げ ②：加熱式たばこの課税方式の見直し

実施時期等 合計
（参考）

国のたばこ税
※たばこ特別税含む

道府県
たばこ税

市町村
たばこ税

改正前 6,122円 860円 5,262円 6,122円

平成30年10月１日 6,622円 930円 5,692円 6,622円

平成32年10月１日 7,122円 1,000円 6,122円 7,122円

平成33年10月１日 7,622円 1,070円 6,552円 7,622円

＜税率引上げに伴う所要の措置 ＞

１．たばこ税率の引上げに際し、手持品課税を実施する。
２．市町村たばこ税都道府県交付金制度について、所要の措置を講ずる。

〇 たばこ税の税率を平成30年10月１日から以下のとおり３段階
で引き上げる。

（注） 平成31年４月１日に予定されている旧３級品の紙巻たばこに係る税率
の引上げ（平成27年度税制改正）を、平成31年10月１日実施に延期する。

〇 地方税法において、「加熱式たばこ」の課税区分を新設した上
で、加熱式たばこの製品特性を踏まえ、以下の課税方式とする。

新課税方式

〇 上記の課税方式の見直しについては、平成30年10月１日から実
施し、５年間かけて段階的に移行する。経過期間中の課税標準は、
新課税方式による紙巻たばこへの換算を１／５ずつ増やしていくこと
とする。

（税率：1,000本当たり）
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30.1030.4 31.4 31.10 32.1032.4 33.4 34.1034.4 35.4

＋０．５円/本
（＋１円/本）

一般の紙巻たばこ
（１本当たり） ＋０．５円/本

（＋１円/本）

33.10

＋１．９６６円/本
（＋３．９３２円/本）

＋０．７５円/本
（＋１．５円/本）

旧３級品の紙巻たばこ
（１本当たり）

加
熱
式

第
１
回
目

加
熱
式

第
５
回
目

加
熱
式

第
４
回
目

加
熱
式

第
３
回
目

加
熱
式

第
２
回
目

＋０．５円/本
（＋１円/本）

※１ 平成３１年４月に予定されている旧３級品の紙巻たばこに係る税率の引上げ（平成27年度税制改正）を、平成３１年１０月実施に延期する。
※２ 加熱式たばこの経過期間中の課税標準は、新たな課税方式による紙巻たばこへの換算を１／５ずつ増やしていく。

（参考）地方のたばこ税の見直しの全体像

＜税率＞
・上段：地方税
・下段：国税＋地方税

６．１２２円/本
（１２．２４４円/本）

６．６２２円/本
（１３．２４４円/本）

７．１２２円/本
（１４．２４４円/本）

７．６２２円/本
（１５．２４４円/本）

３．９０６円/本
（７．８１２円/本）

４．６５６円/本
（９．３１２円/本）
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